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1――はじめに 

今年は韓国が公的年金（以下、国民年金）を導入してから 30年を迎える年である。最近の国民年金

の被保険者数と受給者数の動向をみると、被保険者数は 2008 年の 1,834 万人から 2017 年には 2,182

万人まで増加した。一方、同期間における国民年金の受給者数は618万人から1,908万人まで増加し

ている。少子高齢化の進展により被保険者数より受給者数の増加が目立つ。 

 

図表 1 韓国国民年金の最近の被保険者数と受給者数の動向 

 

資料）国民年金公団（2018）『2017年国民年金統計年報』 

 

韓国政府は、年金の持続可能性を検討するために 5 年ごとに財政再計算を実施しており、今年は 4

回目の財政再計算が行われた。国民年金制度発展委員会（以下、委員会）が8月 17日に発表した第4

次財政推計によると、2018 年 5月末現在634兆ウォンである積立金は、2041 年には 1778兆ウォンで

ピークを迎えるものの、それ以降は高齢化と年金給付に対する支出の増加により減少し続け、2057年

には底をつくことになる。これは2060年に積立金が枯渇すると推計していた2013年の第 3次財政推

計より3年繰り上げられたものである。 
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このように年金財政の悪化が予想される理由としては、急速に進む少子高齢化により公的年金の保

険料を納める現役世代は減少する一方、受給者になる高齢者は急増する点が挙げられる。また、年金

財政の悪化が急速に進むもう一つの理由としては、国民年金の保険料率が20年間も固定されている点

が挙げられる。韓国政府は制度への加入を促進するために1988年から 5年間3％に抑制していた保険

料率を 1993 年には 6%に、1998 年には 9％に段階的に引き上げたものの、それ以降は政治的な理由等

により保険料率を引き上げていない。一方、導入当時70％で高く設定されていた所得代替率は、1998

年の年金改正により 60％に引き下げられた。さらに韓国政府は年金財政の枯渇などを理由に 2004 年

から 2007 年までの所得代替率は 55％に、2008 年以降は 50％に、2028 年までには 40％までに引き下

げることを決めている。 

しかしながら、このような所得代替率はあくまでも定まった期間(40年)の保険料を納め続けた被保

険者を基準として設計されており、実際、加入期間の短い多くの被保険者が手にする所得代替率はそ

れほど高くないのが現実である。韓国の保健福祉部の発表による2017年基準の国民年金受給者の平均

加入期間は約17年で、これに基づいて計算した実質所得代替率は24％である。例えば、2017年の平

均所得（1ヶ月）218万ウォンに実質所得代替率24％を適用すると、実際の平均受給額は 52.3万ウォ

ンに過ぎない。これは、国民基礎生活保護制度の 1 人世帯の生計給付選定基準（中位所得 1,672,105

ウォンの 30％以下、2018 年）501,632 ウォンを若干上回る水準である。「小遣い年金」という批判を

受けているのもこのような理由で、国民年金の給付だけで老後を過ごすことは難しいのが現実である。 

国民年金の財政計算のために、民間の専門家で構成された委員会は、第 4次財政推計の結果に基づ

いて、2088 年まで年金給付ができるように、毎年 1 年分の積立金を維持することを目標にし、「老後

所得保障強化対策案」と「国民年金の財政安定化対策案」という二つの対策案を提示した。 

まず、「老後所得保障強化対策案」は、保険料率を引き上げて、2018年現在 45％である所得代替率

を維持することである。委員会は、このためには現在9％である保険料率を来年から11％に引き上げ

る必要があると提案している。 

そして、「国民年金の財政安定化対策案」では、所得代替率を既存の計画通り、2028年までに40％

までに引き下げると共に、保険料率を段階的に引き上げて、2028年には 13.5％にすることを提案して

いる。2029年以降は保険料率を引き上げずに年金の支給開始年齢を段階的に引き上げて（2047年には

67歳まで）支出を調整することを考えている 

現実を考慮すると、所得代替率を40％以下に下げ、給付額をさらに減らすことは事実上難しく、保

険料率の引き上げで財政を補強することは避けられない。そして、年金の支給開始年齢を 67歳まで引

き上げる案は、平均寿命が伸びている現状を反映すると、一見妥当に見えるものの、国民の理解を得

るのは難しいだろう。従って、少しでも国民を納得させるには、現在 60歳に設定されている定年を年

金の支給開始年齢と同時に引き上げて、退職と同時に年金が受けられるように、所得の空白期間をな

くす措置を行わなければならない。 

さらに、年金の持続可能性を高めるためには、国民年金基金の運用収益率を高めるための対策が必

要である。国民年金基金をより効率的に運用するためには優秀な人材が必要であるものの、国民年金

基金の運用を担当する国民年金基金運用本部がソウル市から全州市に移転された 2017 年を契機とし

て離職者が急増している。また、国民年金基金の運用を指揮する基金運用本部長の空白も１年以上続
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いている。その影響なのか、国民年金基金の運用収益率は 2017 年の 7.26%から 2018 年 1 月～5 月は

0.49％まで低下している。もちろん、米中の貿易戦争による株価の不安定が収益率低下の最も大きな

原因ではあるものの、責任者の不在や専門家の不足が収益率にマイナスの影響を与えた可能性は高い。 

年金の持続可能性を高めるために、保険料率や支給開始年齢を引き上げることも一つの方法ではあ

るものの、所得の空白期間をなくす等現在の生活が維持できるように雇用を保障する対策と、保険料

支払いの負担を軽減させる安定的な仕事の普及に向けた雇用政策が同時に行われる必要がある。国民

の多くが安定的な雇用を希望している点を忘れてはならない。 


